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より3 人またぱ2 人、（町村では条例により2 人またぱ1 人とされていたが）町村においては2
人とすることになった（第195条第2 項）。
（2）識見を有する者のうちから選任される監査委員の数について（2 人以上の場合は少なぐともそ
の1 人以上は選任前5 年間においてが）3 人である場合には少なくともその2 人以上は、2 人で
ある場合は少なくともその1 人以上は、当該普通地方公共団体の職員でなかった者でなければな












































































































いる（第252条の32第5 項、第6 項、第7 項）。




















































































































































































































































































制に関しては、平成11 年4 月1 日からということになる。地方自治法の新旧対照表が『JICPA ジャー
ナル』誌（1997 年8 月号）に掲載されている。
（2）改正に至る経緯並びに改正法については次が詳しい。山崎重孝「第25次地方制度調査会‘監査制度 の改革
に関する答申’について（上）（下）」『地方自治JNO.594,595,1997 年5 月、6 月。山崎重孝 「地方自治
法の一部を改正する法律について（上）（下）」『地方自治JNO.599,600,1997 年10 月、11月。山崎重孝他
［‘改正自治法’をめぐって］『JICPA ジャーナル』1997 年9 月号。
（3）税理士会の動きについては、『日本税政 連』第329 号（1997 年5 月1 日）、第333 号（10 月1 日）、 第334 号












査のチェックー外部監査の導入に向けて」『地球マネジ^ ント学会通信』第18 号、1997 年12月。
（9）都道府県の情報公開制度の利用状況が次にみられる。朝日新聞、1996 年10月1 日。
（10 ）アメリカの公会計・監査制度についての詳細は、注（4）の文献を参照されたい。
（11) 都道府県 の住民監査請求の急増ぶりが次にみられる。朝日新聞、1997 年4 月27 日。
（12）自治体のエ コチェッタについては次が参考になろう。石井薫［自治体のエコチェックの方法］『地球マネジ
メント学会通信』第13 号、1997年2 月。
（1997 年12 月18 日受 理）
